
 貸  借  対  照  表 
  (平成２０年  ３月３１日現在)
 (単位：円)

    科           目   金      額      科           目    金      額  

【 資 産 の 部 】 【 7,937,197,367 】 【 負 債 の 部 】 【 5,306,717,138 】

 流  動  資  産 ( 4,685,068,487 )  流  動  負  債 ( 4,125,809,528 )

    現 金 ・ 預 金 236,815,032     支  払  手  形 98,796,599

    受  取  手  形 517,905,336     買    掛    金 2,892,524,969

    売    掛    金 2,084,877,260     短 期 借 入 金 90,343,434

    製          品 773,865,368      一年内返済長期借入金 254,300,000

    原    材    料 439,774,514     未  払  費  用 529,554,506

    部    分    品 314,033,059     未 払 法人税等 154,033,500

    仕    掛    品 175,621,719     未 払 事 業 税 39,197,900

    貯    蔵    品 9,609,582     未 払 消 費 税 21,988,500

    前　  渡　  金 58,890,503     預    り    金 26,939,576

    前　払　費　用 8,607,965     役員賞与引当金 18,100,000

　　未　収　入　金 7,323,717 　　その他の流動負債 30,544

    繰延税金 資 産 56,306,148

    その他の流動資産 1,698,284  固  定  負  債 ( 1,180,907,610 )

    貸 倒 引 当 金 △ 260,000     長 期 借 入 金 251,850,000

    退職給付引当金 902,119,860

 固  定  資  産 ( 3,252,128,880 )     役員退職慰労引当金 26,937,750
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 固  定  資  産 ( 3,252,128,880 )     役員退職慰労引当金 26,937,750

 〈有形固定資産〉 < 2,378,333,889 >

    建　　　　  物 661,632,467 【 純 資 産 の 部 】 【 2,630,480,229 】

    構　　築　　物 155,421,953  株　主　資  本 ( 2,493,241,076 )

    機  械  装  置 833,783,066    資  本　金 ( 345,000,000 )

    車 輌 運 搬 具 11,858,248    資 本 剰 余 金 ( 4,644,969 )

     工 具 器 具 備 品 62,715,176       資 本 準 備 金 4,644,969

    土　　　　　地 604,604,816

    建 設 仮 勘 定 48,318,163    利 益 剰 余 金 ( 2,143,596,107 )

 〈無形固定資産〉 < 46,413,069 >    〈利 益 準 備 金〉 < 86,250,000 >

    ソ フ ト ウ ェ ア 46,043,166    〈その他利益剰余金〉 < 2,057,346,107 >

   　その他の無形固定資産 369,903   　　固定資産圧縮積立金 67,504,769

 〈 投資その他の資産 〉 < 827,381,922 >    　 繰越利益剰余金 1,989,841,338

    投資有価証券 459,908,446

    関係会社株式 10,000,000  評価・換算差額等 ( 137,239,153 )

    従業員長期貸付金 1,402,346  　　その他有価証券評価差額金  137,239,153

　　繰延税金資産 298,929,255

    その他の投資 57,661,875

    貸 倒 引 当 金 △ 520,000

  合               計 7,937,197,367   合               計 7,937,197,367
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個 別 注 記 表 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法      

 ①有価証券 

  子会社株式および関連会社株式 

     …………………移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております。 

   時価のないもの……移動平均法による原価法 

②棚卸資産……………総平均法による原価法     

      

２．固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産…………定率法、ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法を採用しております。 

②無形固定資産…………定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上方法       

①貸倒引当金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②役員賞与引当金………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

③退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（16 年）による定額法により翌期から費用処

理することとしております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（16 年）による定額法により按分した額



を費用処理することとしております。   

④役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しております。   

   

４．リース取引の会計処理 

    …………………リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃貸借契約に係 

る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．消費税等の会計処理 

…………………税抜方式 

 

（会計処理の変更） 

固定資産の減価償却の方法の変更 

 法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年 3 月 30 日 法律第６ 号）

及び（法人税法施行令の一部を改正する政令平成 19年 3 月 30 日 政令第 83 号））に伴い、

当事業年度から、平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しております。 

これに伴い、前事業年度と同一の方法によった場合と比べ、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益が 3,492,305 円それぞれ減少しております。 

（追加情報） 

当事業年度から、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌年から 5年間で均等償却する方法によっております。 

これに伴い、前事業年度と同一の方法によった場合と比べ、営業利益が 20,224,335 円、経

常利益及び税引前当期純利益が 20,224,335 円それぞれ減少しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．有形固定資産の減価償却累計額    5,478,804,883 円 

 

２．関係会社に対する短期金銭債権      798,889,870 円 

            長期金銭債権        2,235,023 円 

    関係会社に対する短期金銭債務    1,427,849,039 円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

 売上高                   7,502,901,760 円 

 仕入高                               3,445,994,149 円 

 営業取引以外の取引高             108,741,575 円 



 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数 

  普通株式                6,900,000 株 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 19 年 6 月 25日 

定時株主総会 
普通株式 82,800 千円 12 円 平成 19 年 3 月 31日 平成 19 年 6 月 26日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるも   

   の 

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 

１株当

たり 

配当額 

基準日 効力発生日 

平成20年 6月 23日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 151,800 千円 22 円 平成 20年 3月 31日 平成 20年 6月 24日 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金の発生の主な原因 

（１）流動の部  

繰延税金資産  

   未払事業税否認             15,679,160 円 

   賞与社会保険料                13,975,790 円 

   役員賞与                             7,240,000 円 

   棚卸資産評価損             19,411,198 円  

   繰延税金資産 合計              56,306,148 円 

  

（２）固定の部 

  ①繰延税金資産 

   退職給付引当金             424,650,102 円 

   役員退職慰労引当金否認         10,775,100 円 

   繰延税金資産    小計       435,425,202 円 

繰延税金資産    合計       491,731,350 円 

②繰延税金負債 

   固定資産圧縮積立金           45,003,180 円 

   その他有価証券評価差額金        91,492,767 円 

   繰延税金負債    小計       136,495,947 円 

③繰延税金資産の純額          355,235,403 円  注）繰延税金資産と繰延                      

税金負債との相殺額 



 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している固定資産の主な

ものは、マシニングセンター(軌道部門)であります。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社等 

会社名 住所 

資本金又

は出資金 

（百万円） 

主要な事業

の内容 

議決権

等の主

要割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（円） 
科目 

期末残高 

（円） 
役員の

兼任等 

事実上

の関係 

 

 

日本発条株式会社 

 

 

神奈川県 

横浜市 
17,009 

懸架ばね 

シート 

精密部品 

その他 

92.5(

間接所

有2.0) 

２名 

当社販

売・仕

入先 

各種ばねの大部分を

当社より購入 

ばね鋼材の大部分を

当社が購入 

7,502,901,760 

3,365,561,841 

3,421 

993,001 

16,337,940 

 

 

 

 

 

               

売上高 

仕入高 

受取利息 

支払利息 

売上割引 

売掛金 

未収入金 

その他投資 

買掛金 

短期借入金 

未払費用 

 

 

 

 

 

792,558,142 

3,102,574 

2,235,023 

1,316,006,817 

90,343,434 

21,498,788 

 

２．子会社等 

会社名 住所 

資本金又

は出資金 

（百万円） 

主要な事業

の内容 

議決権

等の主

要割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（円） 
科目 

期末残高 

（円） 
役員の

兼任等 

事実上

の関係 

スミハツサービス㈱ 
茨城県 

桜川市 
10 

総合ｻｰﾋﾞｽ 

ｽｸﾗｯﾌﾟ処理 

産廃処理 

在宅介護 

その他 

100.0 ２名 

当社販

売・仕

入先 

スクラップ販売 

警備・清掃等請負 

産廃処理 

91,407,213 

80,432,308 

 

雑収入 

仕入高 

未収入金 

 

 

3,229,154 

 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費

税等が含まれております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     上記各社への当社製品の販売については、市場価格等を参考に決定しておりま

す。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．1株当たり純資産額         381 円 22銭 

２．1株当たり当期純利益         74 円 51銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

（その他の注記） 

  該当事項はありません。 


